
○決算収支の状況

令和３年７月

飯　山　市

令和２年度

　普 通 会 計 決 算 の 概 要



○歳入・・・200億4,185万6千円（前年度比 30億4,259万2千円 17.9％増）

○歳出・・・192億1,365万1千円（前年度比 33億7,300万5千円 21.3％増）

○決算収支の状況
（単位：千円）

○主な財政指標

将来負担比率は、将来負担額を充当可能財源等が上回ったため「－（数値なし）」となっています。

令和２年度普通会計決算の概要

32,427 37,789 △ 5,362

歳出決算額　Ｂ 19,213,651 15,840,646 3,373,005

形式収支　　Ｃ＝Ａ-Ｂ 828,205 1,158,618 △ 330,413

翌年度に繰越すべき財源　　Ｄ 19,400 281,872

△ 67,941 135,216 △ 203,157

実質単年度収支　Ｊ＝Ｆ+Ｇ+Ｈ-Ｉ

△ 262,472

実質収支　　Ｅ＝Ｃ-Ｄ 808,805 876,746 △ 67,941

財政調整基金積立額　Ｇ 400,368 603,356 △ 202,988

繰上償還金　Ｈ 0 0 0

財政調整基金取崩額　Ｉ 300,000 700,783 △ 400,783

増　減

歳入決算額　A 20,041,856 16,999,264 3,042,592

単年度収支　Ｆ

区　　　　　分 ２年度 元年度

経常収支比率 91.9% 91.4% 0.5ポイント

将来負担比率 ―
（数値なし）

17.2% △17.2ポイント

実質公債費比率 12.0% 12.2% △0.2ポイント

区分 ２年度 元年度 増　減
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◇歳入決算額の推移

（単位：百万円）

◇歳出決算額の推移
（単位：百万円）

◇実質収支の推移
（単位：百万円）
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○歳入決算の状況

（単位：百万円）

市税
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歳入決算額については、前年度と比べ 30億4,259万2千円（17.9％）増の200億4,185

万6千円となりました。

特別定額給付金給付事業（20億5,978万円）・新型コロナウイルス感染症対策事業

（感染症対応地方創生臨時交付金4億5,917万円）等に伴う国庫支出金（26億7,342万円

262.4％）の増のほか、地方交付税（普通交付税2億6,495万円 5.9%）、ふるさと寄附金

（2億3,807万円 18.5%）の増が主な要因となっています。

200億4千2百万円 169億9千9百万円

区　　　分 ２年度 元年度 増　減 対前年度比
市税 2,553 2,535 18 0.7%
分担金、使用料等 402 456 △ 54 △ 11.8%
寄附金 1,527 1,291 236 18.3%
繰入金 1,149 1,542 △ 393 △ 25.5%

諸収入、財産収入 817 778 39 5.0%

繰越金 1,159 758 401 52.9%

地方譲与税等 734 689 45 6.5%

地方交付税 5,528 5,384 144 2.7%

国・県支出金 4,432 1,685 2,747 163.0%

地方債 1,741 1,881 △ 140 △ 7.4%

歳入合計 20,042 16,999 3,043 17.9%
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◇市税決算額の前年度対比
（単位：百万円）

◇市税決算額の推移
（単位：百万円）

◇市税収納率の推移
（収納率：％）

～１.市税決算額は25億5,284万円～

令和２年度の市税は、前年度に比べて 1,817万円（0.7％）増の25億5,284万円となり

ました。

市民税 2,125万円の増が主な要因となっています。

また、収納率については、98.8％（0.1ポイント増）となり、市税の収入未済額は前年

度から877万円減の2,244万円となりました。

２年度 元年度 増　減 対前年度比
　市民税 934 912 22 2.4%

個　人 762 759 3 0.4%
法　人 172 153 19 12.4%

　固定資産税 1,303 1,301 2 0.2%
　軽自動車税 99 95 4 4.2%
　たばこ税 146 150 △ 4 △ 2.7%
　入湯税 4 9 △ 5 △ 55.6%
　都市計画税 67 67 0 0.0%

2,553 2,534 19 0.7%

区　分
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◇交付税の推移 （単位：百万円）

◇市債発行額及び市債残高の推移 （単位：百万円）

～３.市債発行額は17億4,100万円～

令和２年度の市債は、前年度と比べ 1億4,030万円（7.5％）減の17億4,100万円

（国が普通交付税を交付する代わりに特別に発行を認めている臨時財政対策債3億600

万円を含む。）となりました。

市債残高は、前年度末より2億4,109万円（1.8％）増の133億2,575万円となりまし

た。

～２.地方交付税決算額は55億2,848万円～

令和２年度の地方交付税は、前年度と比べ 1億4,413万円（2.7％）増の55億2,848万円

となりました。

内訳は、普通交付税が 2億6,495万円（5.9％）増の47億2,143万円、特別交付税が1億

2,082万円（13.0％）減の8億705万円となっています。
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◇地方譲与税等の前年度対比
（単位：千円）

法人事業税交付金 13,359 0 13,359 皆増

6,037 5,991 99.2%自動車税環境性能割交付金 12,028

3,278 1.8%

△ 102 △ 5.6%

地方譲与税

利子割交付金

区　　　分 ２年度 元年度

184,408

1,723

181,130

1,825

増　減 対前年度比

△ 447 △ 5.6%

4,108 88.8%

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

7,592

8,732

8,039

4,624

△ 3,233 △ 1.4%

91,834 55.0%

地方消費税交付金(従来分) 228,566

258,710

231,799

166,876〃　(社会保障財源分)

45,459 6.6%歳出合計 734,190 688,731

356 13.7%交通安全対策特別交付金 2,952 2,596

△ 24,870 皆減

△ 44,815 △ 73.5%

自動車取得税交付金

地方特例交付金(等)

0

16,120

24,870

60,935

～４.地方譲与税等の決算額は7億3,419万円～

令和２年度の地方譲与税等の総額は、前年度と比べ4,546万円（6.6％）増の7億3,419

万円となりました。

法人事業税交付金（1,336万円）が皆増、自動車取得税交付金及び地方特例交付金等

のうち子ども・子育て支援臨時交付金（元年度4,963万円）が皆減、消費税交付金全体

では、8,860万円（22.2％）増の4億8,728万円となっています。
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◇地方譲与税等の推移

（単位：百万円）
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～５.地方消費税交付金（社会保障財源分）について～

　（歳入）
地方消費税交付金（社会保障財源化分）　　　258,710千円

　（歳出）

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 (単位　千円)

国（県）
支出金

市債 その他

地方消費税
交付金（社
会保障財源

化分）

その他

社会福祉総務費 50,017 36,672 3,446 9,899 1,727 8,172

障がい者福祉費等 20,574 12,525 8,049 1,404 6,645

老人福祉費 292,015 475 165,900 57,256 68,384 11,931 56,453

医療給付費 104,465 39,739 18,000 46,726 8,152 38,574

障害者自立支援費 516,211 371,822 2,000 142,389 24,843 117,546

児童福祉総務費 352,593 272,957 79,636 13,894 65,742

保育所費 217,494 65,400 3,100 37,851 111,143 19,391 91,752

母子等福祉費 3,908 24 3,884 678 3,206

児童福祉施設費 100,470 26,205 33,300 6,838 34,127 5,954 28,173

生活保護・扶助費 106,580 76,368 930 29,282 5,109 24,173

災害救助費 33,408 6,060 23,767 3,581 625 2,956

小　　計 1,797,735 908,247 220,300 132,088 537,100 93,708 443,392

国民健康保険 196,500 96,798 99,702 17,395 82,307

介護保険 422,929 19,063 403,866 70,461 333,405

後期高齢者医療 391,050 51,279 339,771 59,280 280,491

小　　計 1,010,479 167,140 843,339 147,136 696,203

保健予防総務費 234,707 3,811 60,200 108,100 62,596 10,921 51,675

健康増進費 22,723 1,389 3,855 17,479 3,050 14,429

母子保健費 28,419 8,814 3,455 16,150 2,818 13,332

市民健康診査費 13,113 528 6,726 5,859 1,022 4,837

無医地区出張診療所費 3,215 2,900 315 55 260

小　　計 302,177 14,542 63,100 122,136 102,399 17,866 84,533

3,110,391 1,089,929 283,400 254,224 1,482,838 258,710 1,224,128

　地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、「消費税法第１条第２項に規定する経費（社会保障４経費：
年金、医療、介護、少子化対策）その他社会保障施策に要する経費」に充てるものとされています。

　社会保障施策とは、「社会福祉」、「社会保険」、「保健衛生」のいずれかに関する施策を言います。

　「社会福祉」　…　具体例：生活保護、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉など
　「社会保険」　…　具体例：国民健康保険、介護保険、年金など
　「保健衛生」　…　具体例：医療に係る施策、感染症その他の疾病の予防対策、健康増進対策など

　市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要す
る経費

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生

合 計

区 分 経 費

財 源 内 訳

特定財源 一般財源
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○歳出決算の状況

（単位：千円）

歳出決算額については、前年度と比べ33億7,301万円（21.3％）増の192億1,365万円と

なりました。

特別定額給付金の給付（20億5,130万円）及び新型コロナウイルス感染症対策事業（プレ

ミアム付商品券発行 1億665万円）等により補助費等で23億4,225万円（123.4％）増、会計

年度任用職員制度の開始に伴い人件費で6億7,593万円（38.8％）増、公債費で1億3,341万

円（9.6％）増となったほか、除排雪経費の前年度比での増加に伴い維持補修費で3億1,123

万円（62.1％）の増となったことが決算額が増額となった主な要因です。

一方、小中学校エアコン緊急整備事業や市民体育館耐震化事業の事業完了（Ｒ元）に伴

い普通建設事業費で2億5,307万円（12.7％）減、会計年度任用職員制度の開始等に伴い物

件費で2億472万円（7.6％）減となっています。

構成比 構成比

2.0% △ 33,219 △ 10.6%

8.6%

災害復旧事業費 278,870 1.5% 312,089

7.5% 1,367,984 5.9%

 その他の経費 11,896,914 61.9% 9,073,156 57.3% 2,823,758 31.1%

 うち物件費 2,480,480 12.9% 2,685,195 17.0% △ 204,715 △ 7.6%

81,096

1,394,815

２年度 元年度

歳出合計 19,213,651 100.0% 15,840,646 100.0% 3,373,005 21.3%

 義務的経費 5,297,357 27.6% 4,461,824 28.2% 835,533 18.7%

 人件費 2,419,940 12.6%

うち職員給 1,336,608

区　　　分

8.8% 133,414 9.6%

1,744,012 11.0% 675,928 38.8%

 扶助費 1,349,188 7.0% 1,322,997 8.4% 26,191 2.0%

 公債費

7.0% 1,136,561 7.2% 200,047 17.6%

1,528,229 8.0%

2,305,666 14.6% △ 286,286 △ 12.4%

 うち普通建設事業費 1,740,510 9.1% 1,993,577 12.6% △ 253,067 △ 12.7%

 投資的経費 2,019,380 10.5%

うち補助事業費 291,430 1.5% 625,593 3.9% △ 334,163 △ 53.4%

うち単独事業費 1,449,080

559,000 2.9% 557,967 3.5% 1,033 0.2%

 うち維持補修費 812,197 4.2% 500,965 3.2% 311,232 62.1%

 うち補助費等 4,240,895 22.1% 1,898,643 12.0% 2,342,252 123.4%

 うち積立金 1,966,096 10.2% 1,650,987 10.4% 315,109 19.1%

 うち繰出金 1,838,246 9.6% 1,779,399 11.2% 58,847 3.3%

 うち貸付金等

増　減 対前年度比

～１.性質別歳出の状況～
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◇歳出決算額の性質別内訳の推移

（単位：百万円）
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（単位：千円）

構成比 構成比
２年度 元年度

19,213,651 100.0% 15,840,646 100.0% 3,373,005 21.3%

116,390 0.6% 121,599 0.8% △ 5,209 △ 4.3%

6,345,446 33.0% 3,845,677 24.3% 2,499,769 65.0%

3,429,420 17.8% 3,263,325

区　　　分

歳 出 合 計

議 会 費

総 務 費

民 生 費

労 働 費

商 工 費

消 防 費

災 害 復 旧 費

諸 支 出 金

166,095 5.1%

衛 生 費 980,786 5.1% 961,541 6.1% 19,245 2.0%

20.6%

19,006 0.1% 18,213 0.1% 793 4.4%

農 林 水 産 業 費 596,293 3.1% 596,245 3.8% 48 0.0%

1,327,735 6.9% 925,549 5.8% 402,186 43.5%

土 木 費 2,532,504 13.2% 2,141,750 13.5% 390,754 18.2%

公 債 費 1,528,229 8.0% 1,394,815 8.8% 133,414 9.6%

830,916 4.3% 750,570 4.7% 80,346 10.7%

教 育 費 1,228,056 6.4% 1,509,273 9.5% △ 281,217 △ 18.6%

0 0.0% 0 0.0% 0

278,870 1.5% 312,089 2.0% △ 33,219 △ 10.6%

増　減 対前年度比

～２.目的別歳出の状況～
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◇歳出決算額の目的別内訳の推移

（単位：百万円）
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◇決算額の大きかった事業

（単位：百万円）

249 260

309 8

423 402 21

保育所運営事業 200 216 △ 16

201 201 0

317

△ 6203197国民健康保険特別会計繰出金

3

中小企業資金預託信用保証事業

15853

事　　業　　名 ２年度 元年度

133

岳北広域行政組合分担金 809 843 △ 34

下水道・農業集落排水事業繰出金 784 777 7

増　減

312 288

児童手当給付事業

1,395

若者住宅整備事業

除雪対策事業

後期高齢者医療市町村負担事業

飯山市移住定住促進住宅整備事業（前年度繰越分含） 163 122 41

ケーブルテレビ運営事業 200 197

介護・訓練等給付事業 476 450 26

24

工業用地価格安定対策事業

介護保険特別会計繰出金

△ 11

新防災行政無線システム整備事業 247 237 10

北信広域連合老人ホーム建設工事分担金 211

163 186 △ 23

734 445 289

基金積立金事業 1,111 909 202

特別定額給付金事業 2,060 0 2,060

ふるさと寄附金推進事業 1,546 1,276 270

公債費（起債償還：一般会計、ＣＡＴＶ会計） 1,528

13



○基金残高及び主な財政指標の状況

◇年度末現在の基金現在高 （単位：千円）

◇基金残高（土地開発基金を除く）の推移 （単位：百万円）

～１.基金残高は54億5,372万円～

基　　金　　名 ２年度 元年度 増　減

飯山市財政調整基金 1,543,790 1,443,422 100,368

飯山市減債基金 713,697 613,541 100,156

飯山市産業振興基金 250,873 150,835 100,038

飯山市環境施設整備基金 219,155 134,021 85,134

飯山市福祉基金 36,669 36,659 10

飯山市教育振興基金 129,398 29,390 100,008

飯山市文化振興基金 139,701 139,665 36

飯山市都市交通施設整備基金 82,340 82,319 21

愛する飯山ふるさと基金 1,779,720 1,460,563 319,157

飯山市退職手当基金 214,097 214,042 55

飯山市斑尾高原保健休養地管理基金 11,595 12,202 △ 607

飯山市育英事業基金 43,373 42,367 1,006

飯山市子ども未来基金 30,260 33,952 △ 3,692

飯山市情報化推進基金 244,159 238,552 5,607

飯山市森林環境譲与税基金 14,895 5,006 9,889

財政調整等基金・特定目的基金　計 5,453,722 4,636,536 817,186

飯山市土地開発基金 802,919 802,855 64

合　　計 6,256,641 5,439,391 817,250

令和２年度においては、計11億4,891万円の取り崩しを行いました。主なものとし

て、ふるさと寄附金寄附者の意向に合わせた47事業へ充当するための愛する飯山ふる

さと基金の取り崩しが5億2,950万円、財源調整のための財政調整基金の取り崩しが3億

円、市債の償還に充当するための減債基金の取り崩しが2億円となっています。

また、愛する飯山ふるさと基金に8億4,866万円、財政調整基金に4億37万円、減債基

金に3億16万円など、計19億6,610万円の基金積立を行いました。

これにより、基金残高は、前年度と比べ8億1,719万円（17.6％）増の54億5,372万円

となりました。

1,079 1,220 1,222 959
1,611
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2,871 2,787 2,628
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財調・減債 その他特目基金（ふるさと基金以外） ふるさと基金
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◇経常収支比率の推移 （単位：％）

◇実質公債費比率・将来負担比率の推移 （単位：％）

1　実質公債費比率　　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模※に対する比率
実質公債費比率


2 将来負担比率

　経常収支比率は、経常経費充当一般財源（人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当さ
れた一般財源）が、経常一般財源（一般財源総額のうち地方税、普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般財
源）、減収補填債特例分及び臨時財政対策債の合計額に対し、どの程度の割合となっているかをみることにより財政構
造の弾力性を判断するものです。

　※ 標準財政規模　　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すも
　　　ので、標準税収入額等に普通交付税等を加算した額をいいます。

　地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模※に対する比率で、早期健
全化基準については25％、財政再生基準は35％となっています。

　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものを含め、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標
準財政規模※に対する比率で、市町村は350％が早期健全化基準となっています。

～２.財政指標について～

令和２年度の主な財政指標を前年度と比較すると経常収支比率は、0.5ポイント上

昇し、91.9％となりました。

また、健全化判断比率の実質公債費比率は、0.2ポイント下降し、12.0％となり、

将来負担比率は、将来負担額を充当可能財源等が上回ったため「－（数値なし）」と

なりました。
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公共下水道事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金

2,562 2,567 2,661 2,678
3,038 2,918 2,881

2,313 2,454 2,342

2,555 2,527 2,650 2,659
3,023 2,913 2,845

2,309 2,447 2,302

123 117 139 147 180 170 168 170 203 197
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Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 R1 R2

国民健康保険特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金

386 380 356 361 353 377
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Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 R1 R2

特定環境保全公共下水道事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金

～【資料】特別会計決算について～
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介護サービス事業特別会計については、当該事業に特別会計を設けることが必須ではな
く、事務の効率化を図るためH29年度から介護保険特別会計に統合し、H28年度末におい
て廃止した。

※
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福祉企業センター特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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簡易水道特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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介護サービス事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出
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農業集落排水事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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ケーブルテレビ事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金

2,441 2,548 2,598 2,750 2,730 2,793 2,845 2,807 2,901 2,912

2,426 2,528 2,555 2,714 2,687 2,752 2,783 2,724 2,817 2,893

347 353 362 378 383 385 391 383 402 423
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介護保険特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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後期高齢者医療特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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駐車場事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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◇未収金の推移
（単位：千円）

H28 H29 H30 R1 R2

市税関係 78,631 60,321 54,263 47,652 34,308

税外・その他 44,427 47,505 43,425 45,795 45,029

合計 123,058 107,826 97,687 93,447 79,337

～【資料】未収金の状況について～
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